〈２・２４生存権裁判アピール〉

高齢者が安心して暮らせ 憲法２５条が活きる社会をめざし、
生存権裁判勝利にむけて支援の輪をひろげましょう

生活保護受給者が増加し２０７万人を突破しました。年収２００万円以下の勤労所得者が１千万人を超え、不況を理由にした首切りや非正規労働者の低賃金が現役世代の生活を苦しめています。国民年金は満額で６万円余りにしかならず、国民年金受給者の平均は４．７万円、無年金者が７０万人います。年金が少ないために、生活保護を受けている方がたくさんいます。
小泉首相は当時、「構造改革の３年後にくらしはよくなる」と豪語し、７０歳以上の高齢者に出されていた生活保護の老齢加算を廃止しました。１０万円に満たない生活費から約２割が削減され、全国９か所の高齢者１００人以上が生活保護法、憲法に違反すると裁判に訴えました。
２０１０年６月１４日、福岡高裁で勝訴しました。判決は生活保護を国民の権利として認め、老齢加算廃止処分に至る決定過程の杜撰（ずさん）さを指摘し、廃止処分を生活保護法56条違反としました。
しかし、北九州市と国は上告し、本日、最高裁判所で口頭弁論が開かれました。
私たちは、最高裁が福岡高裁判決を破棄して、老齢加算を廃止し、さらには保護基準そのものを引き下げようと意図している政府・厚生労働省の政策に追随するのではないかと危惧しています。

最高裁は、口頭弁論での原告の訴えに真摯に耳を傾け、老齢加算を廃止されてどれほど非人間的な生活を余儀なくされているのかを知っていただきたい。そして、福岡高裁判決が指摘した、老齢加算廃止に至る厚生労働大臣の「はじめに廃止方針ありき」という決定手続きの不自然さについても直視されるよう望みます。
老齢加算は、原告が代表する被保護者にとって、余分な、あるいは贅沢な生活のためのものではありません。人間としての生命、生存、健康、生活を守る「健康で文化的な最低限度の生活」（憲法25条1項）そのものの保障です。さらに、生活保護基準は最低賃金、年金、医療、介護、保育・福祉サービス、就学援助等教育における支給水準、税金、保険料、一部負担金等の国民負担に連動しており、その引き下げは、国民全体に悪影響を及ぼします。
私たちは集会の名において、最高裁が、生活保護を受けている高齢者はもちろん、すべての人々が最後のセーフティ・ネットとしての生活保護により安心して暮らせる社会の実現のために、憲法の番人として国・北九州市の上告を棄却し福岡高裁判決を確定させるよう要望します。
そして、年金の引き下げ、東日本大震災の被災者や高齢者・低所得者を苦しめる消費税１０％を盛り込んだ「社会保障と税の一体改革」に反対します。
学習、宣伝・署名、募金をつよめ、ひきつづき東京の２８日最高裁判決、京都の高裁判決、青森、秋田、新潟、広島、兵庫、熊本の裁判の支援に全力を挙げましょう。
２０１２年２月２４日

　　　　　高齢者のくらしを守れ、年金・生活保護基準引き下げ反対

　　　最高裁口頭弁論報告・生存権裁判の勝利をめざす決起集会
